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ワーク・ライフ・バランスを支える
制度の活用に関する一考察


































































 2） 少子高齢化は、総務省統計局統計データ等に示されているように 1990 年代から子どもの数が減少し、
70 歳以上人口は増加している。そのデータは「年齢（5歳階級及び 3区分）、男女別人口（各年 10 月
1 日現在）―総人口（大正 9年～平成 12 年）」等に示されている。http://www.e-stat.go.jp/SG1/estat/List.
do?bid=000000090004&cycode=0、2017 年 3 月 31 日。
 3） 総務省統計局、「人口推計―平成 29 年 3 月報―」http://www.stat.go.jp/data/jinsui/pdf/201703.pdf、2017


















れている。http://www.kantei.go.jp/jp/headline/ichiokusoukatsuyaku/ 2017 年 3 月 28 日。
 5） 内閣府「調達を活用した ワーク・ライフ・バランス等 推進事例集」http://www.gender.go.jp/policy/
positive_act/work/pdf/research_02_01.pdf、2017 年 3 月 20 日。







ている正規雇用の女性労働者は 32.8％を占めていたが、出産後（第 1回調査）は 16.2％に減少
している。「パート・アルバイト」の女性労働者は、出産前には15.9％を占めており、出産後に
3.5％まで減少したものの第 4回調査には 16.5％を占めるに至り、その後は順調に増加し、2015








る在宅勤務を導入していることに加え、勤続 10 年以上の従業員には給与の 20％の介護援助見
舞金を支給したり、頑張った社員を表彰してモチベーションを上げる試みがなされている企業
 7） 厚生労働省「第 14 回 21 世紀出生時横断調査」「第 5回 21 世紀出生時横断調査の概況」
 http://www.mhlw.go.jp/toukei/list/27‒9.html、http://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/syusseiji/14/index.html、
2017 年 1月 31 日。本調査は、平成 13 年度から実施されている統計調査であり、少子化対策等、厚生
労働行政施策の企画立案、実施等のため基礎資料を得ることを目的した調査のうち、父母の就業状態
に関する調査データである。正規雇用労働者が常勤として示されている。
 8） 厚生労働省委託事業「女性の活躍・両立支援 総合サイト」内で紹介されている「両立支援に取り組む
企業の事例」（2017 年 3 月 20 日）には、年間 10 社程度が分かりやすく紹介されていたが、2017 年 4
月以降、企業が検索できるように変更。http://positive-ryouritsu.mhlw.go.jp/positivedb/
図 2　「21 世紀出生児横断調査」にみる母親の就業状況

























 9） 東洋経済新報社『Data Bank SERIES③ CSR企業総覧2016年版』2015年、東洋経済新報社『Data Bank 
SERIES③ CSR企業総覧 2017 年版』2016 年。
10） 年度内の男性取得者数／年度内の配偶者が出産した男性職員数で計算したもの。
11） 千葉銀行 http://www.chibabank.co.jp/company/info/diversity/、2017 年 3 月 20 日。














2012 年度 － － 56 56 7 0 67.4
2013 年度 2,414 1,570 59（63） 59（58） 6 1 67.5
2014 年度 2,390 1,616 66（79） 66（53） 13 3 66.5


















ず 59 歳までの年齢層で約 30％を占め、この年代は仕事をしながら介護をしている可能性があ
13） NHK「おはよう日本」（2015 年 7 月 14 日）においても「在宅勤務（テレワーク）」の取り組みを取り
上げられていたことから、ワークシェアリングの視点から在宅勤務について、総務省秘書課事務室担




14） 三菱 UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社 「仕事と介護の両立に関する労働者アンケート調査」
（対象：男女各 1,000 名）。
15） 主任・課長補佐・係長クラス、課長クラス、部長クラス、役員クラスなど。
16） 厚生労働省「平成 25 年国民生活基礎調査」平成 26 年。







































































18） 人と仕事研究所「パートタイマー白書 2016 女性活躍の現状と課題」株式会社アイデム、2016 年（調
査期間：2016 年 5 月 27 ～ 28 日、調査対象：20 ～ 49 歳女性、パート・アルバイト 1,671 名）。
19） 給与が支給されている場合は給与と育児休業給付の合計額の 80％の額を超えた部分の給付金は調整さ
れるが、それを育児休業の終了時まで受けることができる。


















児休業者へ毎月 5万円の休業手当を支給していたが、2016 年 4 月から、育児休業手当を毎月 3
万円とする代わりに、介護休業手当も毎月 3万円を支給している。さらに介護のための帰省に










































































25） 一般の企業が育児休業に対する制度を充実しようとする時期に、NHK「おはよう日本」（2015 年 11 月
9日）の特集として、資生堂が育児中の美容部員の短時間労働を見直すことを「資生堂ショック」とし
て紹介されたことをはじめとして、朝日新聞「働き方見直し 前進？後退？ 資生堂 育児中の美容部員、




し「女性に優しい会社」の評判を得ていた資生堂。なぜ厳しい態度に転じたのか」（2015 年 6月 29日）
と報じている。http://www.nikkei.com/article/DGXLASGH21H0B_R20C15A6MM8000/ 2017 年 3 月 20 日。































































29） 労働政策研究・研修機構『パート、契約社員等の正社員登用・転換制度 －処遇改善の事例調査』JILPT 
調査シリーズ No.32 2007 年。
































業 務 制限なし 制限なし 制限あり 職種区分による
雇 用 形 態 直雇用 直雇用 直雇用（紹介予定派遣）
雇 用 期 間 期限の定めなし 期限の定めなし 有期雇用（入社時点）
異 動 （転 勤） 本拠エリアに基づく（隔地間の異動もある） 転居を伴わない 転居を伴わない





時 間 外 勤 務 あり なし あり あり（制約あり）
職 務 等 級 制 度 同一の職務等級制度
昇 級 基 準 同一の昇級基準
登 用 すべての役職への登用可
能 力 開 発 基本的には同一体系
評 価 制 度 同一の評価制度
職 務 給 時給換算で水準統一
一 時 金 適用 70％ 少額
退 職 金 ・ 年 金 適用 一部適用 原則なし




表 3　りそな銀行の登用制度の利用者（2016 年春（申請期間：1月～ 3月））
⇒ 社員 ⇒ スマート社員 ⇒ パートナー社員
社員　⇒ － 育児目的等の利用者有 該当者なし














34） 安倍晋三首相は、2016 年 1 月 26 日の衆院本会議において、「一億総活躍社会の実現に向けて、非正規
雇用で働く人の均等待遇を確保する取り組みを強化し、今後、同一労働・同一賃金の実現に踏み込む」
と表明した。
表 4　2016 年の年齢階級、性別、雇用形態別賃金（　）内は 2015 年（単位：千円）
年齢階級
男　性 女　性
正社員・正職員 正社員・正職員以外 正社員・正職員 正社員・正職員以外
年齢計 349.0（348.3） 235.4（229.1） 262.0（259.3） 188.6（181.0）
20～ 24歳 211.9（208.1） 188.6（179.0） 203.6（201.2） 177.0（168.8）
25 ～ 29 250.3（247.8） 209.2（202.6） 231.9（229.1） 192.2（183.5）
30 ～ 34 293.2（289.0） 225.8（214.2） 255.5（250.0） 196.6（188.3）
35 ～ 39 331.9（327.6） 233.1（227.6） 268.4（263.7） 197.7（188.3）
40 ～ 44 369.5（367.9） 237.3（230.1） 281.5（283.7） 194.0（184.1）
45 ～ 49 412.3（416.0） 241.3（243.5） 294.1（291.9） 190.5（181.7）
50 ～ 54 440.5（443.4） 247.0（238.8） 298.7（294.4） 187.2（180.9）
55 ～ 59 431.2（428.8） 246.7（245.5） 289.9（285.1） 181.7（176.7）
60 ～ 64 323.1（330.9） 255.2（245.8） 255.6（261.5） 183.0（176.5）
65 ～ 69 307.5（294.8） 232.6（226.8） 255.6（266.4） 172.4（175.0）
























































35） 総務省「平成 27 年通信利用動向調査の結果」2016 年。
 http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/data/160722_1.pdf（2016 年 12 月 16 日）
36） 厚生労働省「職場意識改善助成金」の案内リーフレット。
 http://www.mhlw.go.jp/file/06-Seisakujouhou-11200000-Roudoukijunkyoku/0000122084.pdf、2016 年 12 月
 厚生労働省労働基準局勤労者生活課「職業意識改善助成金申請マニュアル」



































39） 総務省「インターネット、社内 LAN等を利用する上での問題点（企業）」「平成 27 年通信利用動向調
査の結果」2016 年。
40） 古川靖洋「テレワークに関する懸念と効果」『テレワーク導入による生産性向上戦略』千倉書房、p.71。
41） ドコモシステムズ株式会社 https://www.docomo-sys.co.jp/ 2017 年 3 月 20 日。


















































































































































 9．東洋経済新報社『Data Bank SERIES③ CSR企業総覧 2016 年版』2015 年
10．東洋経済新報社『Data Bank SERIES③ CSR企業総覧 2017 年版（雇用・人材活用編）』 2016 年
11．内閣官房・日本経済再生・総合事務局「「日本再興戦略」改訂 2015 －未来への投資・生産性革命－」
2015 年 6 月
12．内閣官房・日本経済再生・総合事務局「「日本再興戦略」改訂 2015 －これまでの成果と新たな改革－」















22．人と仕事研究所『パートタイマー白書 2016 女性の活躍と現状と課題』株式会社アイデム、2016 年
23．みずほ情報総研株式会社『短時間正社員制度 導入支援マニュアル～人材活用上の多様な課題を解決～ 
第 2 版』受託厚生労働省委託事業、2016 年
24．りそな銀行「次世代育成支援ガイドブック」2015 年 10 月改訂版
25．労働政策研究・研修機構編「ワーク・ライフ・バランスの焦点」労働政策研究・研修機構、2012 年
